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ＩＣＴ活用、最優良企業並みなら成長率４％押し上げも 

～ハードとヒト偏重の経済社会体制からの脱却を～ 
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人工知能（ＡＩ、Artificial Intelligence）、あらゆるモノがネットにつながるＩ

ｏＴ（Internet of Things）、ビッグデータといった最先端の情報通信技術（ＩＣＴ）

の進化と普及は、「第４次産業革命」とも言われ、グローバルに経済社会構造を変革し

ようとしている。ＩＣＴを活用することで、わが国の経済はどう変わるのか。産業やビ

ジネスはどう変わるのか。企業や政府はどのように対応すべきか？ 

日本のＩＣＴ投資と経済成長の関係をマクロ経済データや上場企業等への当センタ

ー独自のアンケート調査などを基に分析したところ、投資をすればするほど、生産性が

低下している金融など日本経済が抱える問題点が浮かび上がった。ＡＩやＩｏＴ投資が

収益に結びついている企業も上場企業の 10％程度しかない可能性も明らかになった。Ｉ

ＣＴをフル活用するには、負のレガシー（遺産）となるような既存のシステムや業務体

制を抜本的に改革する必要がある。ハード投資と人海戦術に偏った体制を改革できる余

地はあり、現状よりも成長率を４％程度押し上げる可能性もゼロではない。政府が打ち

出したサービス産業の生産性向上に向けた官民協議会の議論の進展などを見守りたい。 

【要 旨】 

１．日本のＩＣＴ投資（ここでは、ＩＣＴの特徴である汎用性を決めるソフトウエア投

資）と生産性の関係を確認したところ、必ずしも生産性向上に結びついていない。

製造業では、ソフト投資による生産性向上効果がある程度確認されるが、サービス

産業は深刻な状況で、米国に比べると、低調さが目立つ。金融・保険、宿泊・飲食

サービス、建設、公務などでは、ソフト投資をすれば生産性が低下するという関係

にある。ＩＣＴのフル活用によるサービス産業の生産性向上は急務である（図表１）。 

２．東証１部上場企業などへのアンケート調査結果と個別企業の財務データを関連付け

て行ったミクロ分析では、ＩｏＴでは顧客志向のシステムの導入、ＡＩでは研究開

発利用で生産性向上効果が確認された。ＩｏＴは、まずは、顧客へのサービスや利

便性の向上を目的とした利用に注力すべきである。またＡＩやＩｏＴを効果的に導

入することで売上高増加を実現しているとみられる企業のランキングは次のとおり

である（図表２、アンケート回答企業）。 

３．すべての企業等が図表２に示したランキング企業と同じレベルでＡＩやＩｏＴを効

果的に活用した場合、経済成長率は最大約 4.1％ポイント押し上げられ、2030 年の

実質国内総生産（ＧＤＰ）は約 1.4 倍に拡大する効果が期待できる（図表３）。 

４．ＡＩ・ＩｏＴ関連の技術集積は、特許被引用回数、クラウドファンディング、公的
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執筆した。 



 

- 2 - 

日本経済研究センター                                            第４次産業革命の中の日本  

 

http://www.jcer.or.jp/ 

 

研究費いずれについても米国が圧倒的である。こうした企業や大学群と協力を模索

しなくてはグローバル競争を生き残れないだろう。従来の自前主義では、もはや歯

が立たないレベルまで差が開いている事実を認識する必要がある（図表４）。 

５．アンケート調査の結果から、ＡＩ・ＩｏＴの進展に伴い、定型業務を中心に機械に

よる労働の代替が進み、定型業務をいわば「中抜き」する形で雇用の２極化が進む。

ＡＩ・ＩｏＴの進展が格差拡大に及ぼす影響について注視する必要がある（図表５）。 

図表１ 主要産業においてソフト投資が生産性向上に与える影響 

 
（資料）国民経済計算 

図表２ ＡＩ・ＩｏＴ導入企業ランキング 

 
（資料）日本経済研究センター「ＡＩ・ＩｏＴの取組みに関する調査」 

図表３ ＧＤＰは 30 年度には 1.4 倍（ＡＩ・ＩｏＴ活用による経済成長押し上げ効果） 

 
（注）「ランキング企業並みの効果を実現した場合」は、標準シナリオの成長率に 2030 年度

までに 4.1％ポイント上乗せとなるように各年の成長率に徐々に上乗せした場合。 

（資料）ＧＤＰの実績値は「国民経済計算」、予測値は日本経済研究センター「第 43 回中期

経済予測：標準シナリオ、改革シナリオ」 
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図表４ ＡＩ・ＩｏＴの技術集積は米国が圧倒的 

 

図表５（その１） 増える見込みの仕事 

 
図表５（その２） 減る見込みの仕事   

 
（資料）日本経済研究センター「ＡＩ・ＩｏＴの取組みに関する調査」 
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